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opening/closing operation sections (40a, 40b) are provided to the outer
surface o f a flexible bag member (20) b y loosening the center section
thereof in a manner so that insertion paths (45a, 45b) into which a finger
can b e inserted are formed. A t least one of either the upper and lower end
(42a, 42b, 43a, 43b) o f at least one o f the pair o f opening/closing operation
sections i s affixed t o the outer surface o f the flexible bag member b y
means o f heat sealing. The heated region (32a, 52b, 53a, 53b) when affix
ing the at least one end by means of heat sealing includes all o f the termi
nal edge o f the at least one end. A t the points o f intersection between the
outer edge of the heated region and the lateral edges o f the opening/closing
operation section, the outer edge i s oblique with respect t o the lengthwise
direction o f the opening/closing operation section. A s a result, i t i s possi
ble t o provide a high-quality flexible container for medical use that resists
concentration o f stress and that can b e stably maintained in a state wherein
an aperture i s widely opened when performing the task o f injecting a liquid
material.

(57) 要 約 ： 可撓性袋部材 （2 0 ) の外 面 に、指 を挿入可能
な揷入路 （4 5 a , 4 5 b ) が形 成 され るよ うに、その 中
央部 を弛 ませ て一対の開閉操作部 （4 0 a , 4 0 b ) が設

< け られ ている。一対の開閉操作部 の少 な くとも一方の上側
及び下側の少 な くとも一方の端部 （4 2 a , 4 2 b , 4 3
a , 4 3 b ) は可撓性袋部材 の外 面 に ヒ一 トシ一ル に よ り
固定 され てい る。少 な くとも一方の端部 を ヒ一 トシ一ル に
よ り固定す る際の加 熱領域 （5 2 a , 5 2 b , 5 3 a , 5
3 b ) は、少 な くとも一方の端部 の終 端縁 の全て を含 む。
加熱領域の外周縁 と開閉操作部の側端縁 との交点 において
外周縁 は開閉操作部 の長手方 向に対 して傾 斜 して いる。 こ
れ によ り、液状物の注入作 業時に、開 口部 を大 き く開 口さ
せ た状態で安定 して保持 す る ことがで き、 また、応 力集 中

が生 じに くし、、高さ位の医療用軟質容器 を提供できる。
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明 細 書

発明の名称 ：医療用軟質容器及びこれを用いた栄養供給システム

技術分野

[0001 ] 本発明は、医療用軟質容器及びこれを用いた栄養供給システムに関する。

背景技術

[0002] 経口によらずに患者に栄養や薬剤を投与する方法として経腸栄養法又は静

脈栄養法が知 られている。経腸栄養法では、患者の鼻腔か ら胃又は十二指腸

にまで通されたチューブを介 して栄養剤、流動食、又は薬剤などの液状物が

投与される。また、静脈栄養法では、患者の静脈に挿入された輸液回路を介

してブ ドウ糖などの栄養成分及び 又は薬剤成分を含む液状物 （一般に 「輸

液」と呼ばれる）が投与される。

[0003] 経腸栄養法又は静脈栄養法を行 う際には、患者に投与する液状物を空の医

療用軟質容器に予め注入する作業が必要である。

[0004] 図 1 7 は、従来の医療用軟質容器 9 0 0 の一例の概略構成を示 した正面図

であり、図 1 8 は、図 1 7 に示 した医療用軟質容器 9 0 0 を開封 し、その上

端の開口部 9 2 2 を片手で把持 して開口部 9 2 2 を開口させた様子を示 した

図であり、図 1 9 は、図 1 7 に示 した医療用軟質容器 9 0 0 内に液状物を注

いでいる様子を示 した図である。

[0005] この医療用軟質容器 9 0 0 は、液状物を収納する収容部 9 2 1 と、収容部

9 2 内に収納された液状物を取 り出すための貫通孔が形成された排出ポー

ト9 3 0 とを備えている。収容部 9 2 1 は、柔軟な 2 枚のシー トを重ね合わ

せて、それ らの外周縁をヒー トシール （熱接着）により相互に接合 してなる

袋状物である。排出ポー ト9 3 0 は収容部 9 2 を構成する上記シ一 卜に比

ベて相対的に硬し、樹脂材料か らなる。

[0006] 空の医療用軟質容器 9 0 0 への液状物の注入は以下のように して行われる

。まず、ノッチ 9 2 8 を始点として、切 り取 り線 9 2 9 に沿 って開口部 9 2

2 の上部を切 り取って開封 し、ジップ 9 2 3 の係合を解除する。次いで、図



8 に示 されるように、開口部 9 2 2 の外端縁を一方の手で把持 しつつ、開

口部 9 2 2 を開 く。次いで、図 1 9 に示 されるように、他方の手 （図示せず

) で、薬や栄養剤等の液状物が入 った容器 9 9 8 を持ち、開口部 9 2 2 か ら

収容部 9 2 内に液状物を注入する。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：特開 2 0 0 7 _ 3 1 4 2 4 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しか し、上記従来の医療用軟質容器 9 0 0 への液状物の注入作業では、液

状物の注入作業の開始か ら終了まで、開口部 9 2 2 の外端縁を片手で把持 し

て、開口部 9 2 2 を開口させ且つ医療用軟質容器 9 0 0 を保持 しなければな

らない。液状物の注入量が増えるに したがって医療用軟質容器 9 0 0 の重量

は徐々に増大する。一方、医療用軟質容器 9 0 0 は、開口部 9 2 2 を含めて

柔軟な材料か らなるので、開口部 9 2 2 は大きな把持力を加えると簡単に変

形 して しまう。 したがって、医療用軟質容器 9 0 0 を落 として しまった り、

開口部 9 2 2 を十分に開口させることができな くて液状物をこぼ して しまつ

た りする恐れがある。このように、従来の医療用軟質容器 9 0 0 への液状物

の注入作業は、作業者にとって精神的及び肉体的な負担が大きい。

[0009] そこで、医療用軟質容器を、その開口部を開いた状態で安定 して保持する

ことができるような部材を、医療用軟質容器に設けることが望まれる。

[001 0] 但 し、医療用軟質容器を構成するシー トは一般に機械的強度が低いので、

そのような部材を設けた場合、開口部の開閉操作や注入 された液状物の重量

によって応力集中が生 じないことが望まれる。また、そのような部材を設け

た ことによって、医療用軟質容器の品位が低下することは避けなければな ら

ない。

[001 本発明は、液状物の注入作業時に、開口部を大きく開口させた状態で安定



して保持す ることができ、また、応力集中が生 じに くい、高品位の医療用軟

質容器 を提供す ることを目的 とす る。また、本発明は、 このような医療用軟

質容器 を備 えた栄養供給 システムを提供す ることを目的 とす る。

課題 を解決するための手段

[001 2 ] 本発明の医療用軟質容器 は、少な くとも 2 枚の軟質樹脂 シ一 卜が貼 り合わ

されてな り、上端に開閉可能な開口部 を備 えた可撓性袋部材 と、前記可撓性

袋部材の下端に設 けられた排出ポー トと、指 を挿入可能な揷入路が形成 され

るように、その中央部 を弛ませて前記可撓性袋部材 に設 けられた一対の開閉

操作部 とを備 える。前記一対の開閉操作部の少な くとも一方の上側及び下側

の少な くとも一方の端部は、前記可撓性袋部材の外面に ヒー トシールによ り

固定 されている。前記少な くとも一方の端部 を ヒー トシールによ り固定す る

際の加熱領域 は、前記少な くとも一方の端部の終端縁の全てを含み、且つ、

前記加熱領域の外周縁 と前記開閉操作部の両側の側端縁 との交点において前

記外周縁は前記開閉操作部の長手方向に対 して傾斜 している。

[001 3 ] 本発明の栄養供給 システムは、上記の本発明の医療用軟質容器 を備 える。

発明の効果

[001 4 ] 本発明によれ ば、可撓性袋部材 に設 けられた一対の開閉操作部によって形

成 された揷入路に指 を挿入す ることで、開口部 を開口させた状態で医療用軟

質容器 を安定 して保持す ることができる。

[001 5 ] また、開閉操作部の端部 を ヒー トシールによって固定す る際の加熱領域が

当該端部の終端縁の全てを含むので、終端縁が軟質樹脂 シ一 卜に密着す る。

従 って、開閉操作部 を設 けた ことによって手触 り感ゃ見映えが低下す ること

はな く、医療用軟質容器の品位の低下を防止す ることができる。

[001 6] また、加熱領域の外周縁 と開閉操作部の側端縁 との交点において外周縁は

開閉操作部の長手方向に対 して傾斜 している。従 って、開閉操作部の中央部

に、中央部 を可撓性袋部材か ら引きはがす ような外力が作用 した ときに、当

該交点に大 きな応力集中が発生す るのを防止す ることができる。

図面の簡単な説明



[ 図 1] 図 1 は、本発明の実施形態 1 に係 る医療用軟質容器の斜視図である。

[図2糾 図 2 八は、本発明の実施形態 1 に係 る医療用軟質容器の正面図である

[図2B] 図 2 B は、本発明の実施形態 1 に係 る医療用軟質容器の右側面図であ

る。

[図2G] 図 2 C は、本発明の実施形態 1 に係 る医療用軟質容器の背面図である

[図3] 図 3 は、本発明の実施形態 1 に係 る医療用軟質容器の分解斜視図である

[図4] 図 4 は、本発明の実施形態 1 に係 る医療用軟質容器 を含む経腸栄養供給

システムの概略構成 を示 した図である。

[図5] 図 5 は、本発明の実施形態 1 に係 る医療用軟質容器 を片手で保持 し、そ

の開口部 を開口させた状態 を示 した斜視図である。

[図6] 図 6 は、本発明の実施形態 1 に係 る医療用軟質容器 を片手で保持 し、そ

の開口部に液状物 を注 いでいる様子 を示 した斜視図である。

[図7] 図 7 A は本発明の実施形態 1 において正面側の開閉操作部の上端部及び

ヒー トシールによる加熱領域 を示 した、図 2 A の部分 7 A の拡大図、図 7 B

は本発明の実施形態 1 において裏面側の開閉操作部の上端部及び及び ヒー ト

シールによる加熱領域 を示 した、図 2 C の部分 7 B の拡大図である。

[図8] 図 8 A は本発明の実施形態 1 において正面側の開閉操作部の下端部及び

ヒー トシールによる加熱領域 を示 した、図 2 A の部分 8 A の拡大図、図 8 B

は本発明の実施形態 1 において裏面側の開閉操作部の上端部及び及び ヒー ト

シールによる加熱領域 を示 した、図 2 C の部分 8 B の拡大図である。

[図9] 図 9 A は正面側の開閉操作部の上端部及び ヒー トシールによる比較例 に

係 る加熱領域 を示 した拡大図、図 9 B は正面側の開閉操作部の上端部及び ヒ

ー トシールによる別の比較例 に係 る加熱領域 を示 した拡大図である。

[図 10] 図 1 0 A は本発明の実施形態 2 において正面側の開閉操作部の上端部

及び ヒー トシールによる加熱領域 を示 した拡大図、図 1 O B は本発明の実施



形態 2 に お いて正 面側 の 開 閉操 作 部 の 下端 部 及 び ヒー トシー ル に よ る加 熱領

域 を示 した拡 大 図 で あ る。

[ 図 11] 図 1 1 は 、本発 明の実施 形態 3 に係 る医療 用 軟 質容器 の斜視 図 で あ る

[ 図 12A] 図 1 2 A は 、本発 明の実施 形態 3 に係 る医療 用 軟 質容器 の 正 面 図 で あ

る。

[ 図 12B] 図 1 2 B は 、本発 明の実施 形態 3 に係 る医療 用 軟 質容器 の右 側 面 図 で

[ 図 13] 図 1 3 は 、本発 明の実施 形態 3 に お いて正 面側 の 開 閉操 作 部 の上 端 部

及 び ヒー トシー ル に よ る加 熱領 域 を示 した拡 大 図 で あ る。

[ 図 14] 図 1 4 は 、本発 明の実施 形態 4 に係 る医療 用 軟 質容器 の斜視 図 で あ る

[ 図 15Α] 図 1 5 Α は、本発 明の実施 形態 4 に係 る医療 用 軟 質容器 の 正 面 図 で あ

る。

[ 図 15B] 図 1 5 B は 、本発 明の実施 形態 4 に係 る医療 用 軟 質容器 の右 側 面 図 で

[ 図 16] 図 1 6 は 、本発 明の実施 形態 4 に係 る医療 用 軟 質容器 の分解 斜視 図 で

[ 図 17] 図 1 7 は 、従 来 の 医療 用 軟 質容器 の 一例 の概 略構 成 を示 した 正 面 図 で

[ 図 18] 図 1 8 は 、 図 1 7 に示 され た 医療 用 軟 質容器 の 開 口部 を片手 で把 持 し

、 開 口部 を開 口 させ た様 子 を示 した 図 で あ る。

[ 図 19] 図 1 9 は 、 図 1 7 に示 され た 医療 用 軟 質容器 内 に液 状 物 を注 いで い る

様 子 を示 した 図 で あ る。

発明を実施するための形態

[001 8 ] 本 発 明 で は、可撓 性 袋 部材 に対 して ヒー トシー ル に よ って 固定 され た 開 閉

操 作 部 の端 部 の うちの少 な くとも一 つが 、 以下 の 2 つ の条件 を満 足す る。

[001 9] 第 1 に 、端 部 を ヒー トシー ル に よ り固定す る際 の加 熱領 域 は、前 記 端 部 の



終端縁の全てを含む （以下、 「第 1 条件」という）。 ここで、加熱領域が終

端縁の全てを 「含む」とは、終端縁の全てが加熱領域内に存在する （終端縁

の一部が加熱領域の外周縁上に位置する場合を含む）ことを意味する。好ま

しくは、終端縁の全てが加熱領域の外周縁に接することなく、外周縁よりも

内側に存在することを意味する。

[0020] 第 2 に、加熱領域の外周縁と開閉操作部の両側の側端縁との交点において

、前記外周縁は開閉操作部の長手方向に対 して傾斜 している （以下、 「第 2

条件」という）。 ここで、前記交点において前記外周縁が開閉操作部の長手

方向に対 して 「傾斜 している」とは、交点における外周縁の接線の方向が、

開閉操作部の長手方向に対 して平行でも垂直でもないことを意味する。開閉

操作部の長手方向は、開閉操作部の可撓性袋部材に固定されている上下の端

部を結ぶ方向を意味する。

[0021 ] 本発明において、前記加熱領域は、略円弧と前記略円弧の両端を繋 ぐ線分

とを有 し、前記略円弧が前記開閉操作部の前記側端縁と交差することが好ま

しい。これにより、開閉操作部の中央部に、中央部を可撓性袋部材から引き

はがすような如何なる方向の外力が作用 しても、加熱領域の外周縁と開閉操

作部の側端縁との交点はもちろん、これ以外の箇所にも大きな応力集中が発

生するのを防止することができる。

[0022] あるいは、前記加熱領域は略台形形状を有 し、前記略台形形状の斜辺が前

記開閉操作部の前記側端縁と交差 してもよい。これにより、ヒー トシールを

する際に使用される金型の形状が簡単となるので、金型を容易に作成するこ

とができる。

[0023] 前記一対の開閉操作部は前記可撓性袋部材を構成する前記軟質樹脂シ一 ト

と別個の部材として作成されていてもよい。この場合、前記一対の開閉操作

部のそれぞれの上側の端部及び下側の端部は前記可撓性袋部材の外面にヒー

トシールにより固定されていることが好ましい。

[0024] 上記において、前記一対の開閉操作部のそれぞれの上側の端部が、上記第

条件及び第 2 条件を満足する加熱領域で加熱された ヒー トシールによって



前記可撓性袋部材の外面に固定されていることが好ましい。これにより、大

きな力が作用することが多い上側の端部において大きな応力集中が発生する

のを防止することができる。

[0025] あるいは、前記一対の開閉操作部のそれぞれは前記可撓性袋部材を構成す

る前記軟質樹脂シー トと一体的に作成されていてもよい。この場合、前記一

対の開閉操作部のそれぞれの下側の端部は前記可撓性袋部材の外面にヒー ト

シールにより固定されていることが好ましい。これにより、大きな力が作用

することが多い開閉操作部の上側の端部が軟質樹脂シ一 卜と一体的に作成さ

れるので、当該端部での開閉操作部と軟質樹脂シー トとの接続強度が向上す

る。

[0026] 以下に、本発明を好適な実施形態を示 しながら詳細に説明する。但 し、本

発明は以下の実施形態に限定されないことはいうまでもない。以下の説明に

おいて参照する各図は、説明の便宜上、本発明の実施形態の構成部材のうち

、本発明を説明するために必要な主要部材のみを簡略化 して示 したものであ

る。従って、本発明は以下の各図に示されていない任意の部材を備え得る。

また、以下の各図中の寸法は、実際の寸法および寸法比率等を忠実に表 した

ものではない。

[0027] (実施形態 1 )

図 1 は本発明の実施形態 1 に係る医療用軟質容器 1 の斜視図である。図 2

A は医療用軟質容器 1 の正面図、図 2 B は医療用軟質容器 1 の右側面図、図

2 C は医療用軟質容器 1 の背面図である。図 3 は医療用軟質容器 1 の分解斜

視図である。本発明では、実際の使用状態に則 して医療用軟質容器 1 の 「上

側」 （図 1 の紙面の上側）及び 「下側」 （図 1 の紙面の下側）を定義する。

また、医療用軟質容器 1 を正面側から （図 2 A 参照）又は背面側から （図 2

C参照）見たときの左右方向を、 「幅方向」と呼ぶ。

[0028] 図 1 、図 2 A 〜図 2 C に示されているように、本実施形態の医療用軟質容

器 1 は、平袋状の可撓性袋部材 2 0 と、可撓性袋部材 2 0 の下端に固定され

た排出ポー ト3 0 とを備える。



[0029] 可撓性袋部材 2 0 は、液状物を収容するための収容部 2 と、収容部 2

と連通する開口部 2 2 とを備える。開口部 2 2 には、開口部 2 2 を幅方向に

横切って、開口部 2 2 を可逆的に開閉可能にするジップ 2 3 (再開閉を自在

とする係合部である。別名 「チャックシール」とも言う。）が設けられてい

る。可撓性袋部材 2 0 は、その開口部 2 2 よりも上方に吊り下げ部 2 6 を備

える。吊り下げ部 2 6 には、医療用軟質容器 1 をスタン ド等に吊り下げる際

に使用される吊り下げ用穴 2 7 が形成されている。

[0030] 図 2 A 、図 2 C に示されているように、吊り下げ用穴 2 7 及び排出ポー ト

3 0 を通る上下方向軸を医療用軟質容器 1 の中心軸 1 a という。本実施形態

では、中心軸 1 a は、可撓性袋部材 2 0 の後述する切 り欠き 2 0 c よりも下

側の部分を幅方向に二等分する。

[0031 ] 図 3 に示すように、可撓性袋部材 2 0 は、例えば、 2 枚の軟質樹脂シー ト

2 0 a , 2 O b を重ね、それ らの外周縁を相互にヒー トシール （熱接着）す

ることにより形成される。図 1 、図 2 A 〜図 2 C の参照符号 2 4 は、 2 枚の

軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b の ヒー トシール領域を示す。

[0032] 図 3 において、参照符号 2 3 a , 2 3 b は、ジップ 2 3 を構成するジップ

テープである。ジップテープ 2 3 a , 2 3 b は、軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2

O b の互いに対向する面 （内面）に、例えばヒー トシール等の公知の方法で

固定されている。

[0033] 軟質樹脂シ一 ト2 0 a の軟質樹脂シ一 ト2 0 b とは反対側の面には、可撓

性袋部材 2 0 内に注入された液状物の量を確認するための目盛 り2 5 が設け

られている。目盛 り2 5 は中心軸 1 a に沿って設けられている。上述 した吊

り下げ部 2 6 は、軟質樹脂シ一 ト2 0 b に設けられている。以下の説明では

、目盛 り2 5 が設けられた軟質樹脂シー ト2 0 a の外面 （軟質樹脂シー ト2

O b と対向しない面）を医療用軟質容器 1 の 「正面」と呼び、軟質樹脂シ一

ト2 O b の外面 （軟質樹脂シー ト2 0 a と対向しない面）を医療用軟質容器

の 「裏面」と呼ぶ。

[0034] 排出ポー ト3 0 は、その中央に貫通孔が形成された、例えば管状体である



。排出ポー ト3 0 は、軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b 間に挟まれて可撓性袋

部材 2 0 に固定されている。排出ポー ト3 0 の貫通孔は、可撓性袋部材 2 0

の内外を連通させる。排出ポー ト3 0 は、例えば、軟質樹脂シ一 ト2 0 a ,

2 0 b 間に配置 した状態で軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b をヒー トシール領

域 2 4 でヒー トシールすることで、軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b に一体化

させることができる。

[0035] 軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b の、互いに相手方とは反対側の面 （即ち、

外面）には、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b がそれぞれ固定されている。図 2 A

及び図 2 C に示されているように、開閉操作部 4 0 a , 4 O b は、中心軸 1

a に沿って配置されている。開閉操作部 4 0 a , 4 0 b は、例えば軟質樹脂

からなるシ一 ト状物からなる。開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の上端部 4 2 a ,

4 2 b 及び下端部 4 3 a , 4 3 b 力、 軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b の外面

にそれぞれヒー トシールされる。このとき、上端部 4 2 a , 4 2 b 及び下端

部 4 3 a , 4 3 b の間の中央部 4 1 a , 4 1 b が軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2

O b に対して弛むように、上端部 4 2 a , 4 2 b と下端部 4 3 a , 4 3 匕と

の間の上下方向間隔が適切に設定される。その結果、図 1 及び図 2 B に示す

ように、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の中央部 4 1 a , 4 1 b と軟質樹脂シ一

ト2 0 a , 2 0 b との間に、指を挿入することができる揷入路 4 5 a , 4 5

b が形成される。

[0036] 図 2 A 及び図 2 C に示されているように、正面側又は裏面側から見たとき

、医療用軟質容器 1 は、その中心軸 1 a に対して左右非対称である。即ち、

図 2 A に示すように医療用軟質容器 1 を正面側から見たとき、可撓性袋部材

2 0 の上側部分の左側端が切り欠かれて切り欠き 2 0 c が形成されている。

また、開閉操作部 4 0 a , 4 O b の幅方向 （即ち、左右方向）の両側の側端

縁 4 6 a , 4 6 b のうち切り欠き 2 0 c に近い側の側端縁 4 6 a は中心軸 1

a に対して傾斜しており、切り欠き 2 0 c から遠い側の側端縁 4 6 b は中心

軸 1 a とほぼ平行である。

[0037] 本実施形態の医療用軟質容器 1 の使用方法を説明する。



[0038] 図 4 に示されるように、医療用軟質容器 1 は、例えばその排出ポー ト3 0

に輸液セッ ト9 を接続 して栄養供給システム 9 0 を構成することができる

。輸液セッ ト9 1 は、その一端が排出ポー ト3 0 に接続される可撓性チュー

ブ 9 2 と、可撓性チューブ 9 2 上に設けられた点滴筒 9 3 及び流量調整器 9

4 と、可撓性チューブ 9 2 の他端に設けられたコネクタ 9 5 と、コネクタ 9

5 に被せ られたコネクタカバ一 9 6 等を含む。点滴筒 9 3 は、輸液セッ ト9

1 を流れる液状物の流量を可視化させる。流量調整器 9 4 は、可撓性チュー

ブ 9 2 を押圧 してその流路断面積を変化させて、輸液セッ ト9 を流れる液

状物の流量調整を可能にする。コネクタ 9 5 は、患者の鼻腔又は静脈に挿入

されたチューブ （図示せず）に接続される。但 し、本発明の栄養供給システ

ムは図 4 に示された構成に限定されるものではなく、例えば本実施形態の医

療用軟質容器 1 に従来より公知の任意の輸液セッ トを組み合わせて栄養供給

システムを構成 してもよい。

[0039] 最初に、流量調整器 9 4 を操作 して可撓性チューブ 9 2 を押 し潰 して流路

を閉 じる。この状態で、図 5 に示すように、開閉操作部 4 0 a の揷入路 4 5

a に左手の親指を挿入 し、開閉操作部 4 0 b の揷入路 4 5 b に左手の他の指

(図 5 では人差 し指）を挿入 して医療用軟質容器 1 を左手で保持する。挿入

路 4 5 a , 4 5 b に親指及び人差 し指を挿入 した状態で親指及び人差 し指を

接離すれば、開口部 2 2 を自由に開閉することができる。

[0040] 次に、図 6 に示すように、開口部 2 2 を開口させた状態で医療用軟質容器

1 を左手で保持 しながら、右手 （図示せず）で保持 したカップ 9 8 内の液状

物 （例えば輸液）を開口部 2 2 に注 ぐ。

[0041 ] 揷入路 4 5 a , 4 5 b に親指及び人差 し指を挿入 しているので、開口部 2

2 を大きく開口させた状態で、医療用軟質容器 1 を安定 して保持することが

できる。従って、医療用軟質容器 1 を落として しまった り、開口部 2 2 を十

分に開口させることができなくて液状物をこぼして しまった りする恐れが低

減される。よって、医療用軟質容器 1 への液状物の注入作業での作業者の精

神的及び肉体的な負担が軽減される。



[0042] また、図 6 に示すように、医療用軟質容器 1 の正面 （目盛り2 5 が設けら

れた側の面）を作業者に向けて医療用軟質容器 1 を左手で保持すると、切り

欠き 2 0 c (図 2 A 、図 2 C を参照）内に左手の手のひらが嵌 り込むので、

小さな手の作業者であっても揷入路 4 5 a , 4 5 b に指を深く挿入すること

ができる。

[0043] 左手の手首関節を自然な角度にしたときに、図 6 のように医療用軟質容器

の正面が作業者に向くので、正面に付された目盛り2 5 を容易に視認する

ことができる。また、目盛り2 5 は、左手などで隠れることもない。開閉操

作部 4 0 a , 4 0 b 及び目盛り2 5 が中心軸 1 a に沿って設けられているの

で （図 2 A 、図 2 C を参照）、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b で保持された医療

用軟質容器 1 は、中心軸 1 a が重力方向とほぼ平行になるように保持され、

目盛り2 5 で注入量を正確に測量することができる。

[0044] 液状物の注入後、ジップ2 3 を係合させて開口部 2 2 を閉じる。

[0045] このようにして液状物が充填された医療用軟質容器 1 を、開口部 2 2 より

も上方に配置された吊り下げ部 2 6 の吊り下げ用穴 2 7 を利用してスタン ド

などに吊り下げる。医療用軟質容器 1 は、その中心軸 1 a が重力方向とほぼ

平行になり、且つ、排出ポー ト3 0 が最下位となるように吊り下げられる。

コネクタ 9 5 を患者に挿入されたチューブに接続 し、流量調整器 9 4 を開く

。これにより、医療用軟質容器 1 内の液状物を患者に投与することができる

。排出ポー ト3 0 が最下位に位置するので、医療用軟質容器 1 内の液状物は

残らず流出する。

[0046] 開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の可撓性袋部材 2 0 に対する取り付け位置は、

開口部 2 2 を開口させた状態で医療用軟質容器 1 を片手で保持することがで

きれば特に制限はない。一般には、開口部 2 2 の上端近傍に、左右方向に貫

通する揷入路 4 5 a , 4 5 b が形成されるように、開閉操作部 4 0 a , 4 0

b を取り付けることが好ましい。開口部 2 2 にジップ2 3 を備える場合には

、揷入路 4 5 a , 4 5 b に指を入れた状態でジップ2 3 の開動作を行えるよ

うにしてもよい。従って、本実施形態のように、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b



の上端部 4 2 a , 4 2 b 及び下端部 4 3 a , 4 3 b がジップ 2 3 を上下に挟

むように、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b を開口部 2 2 にに取 り付けることが好

ましい。

[0047] 図 7 A は正面側の開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2 a 及びヒー トシールによ

る加熱領域 5 2 a を示 した、図 2 A の部分 7 A の拡大図、図 7 B は裏面側の

開閉操作部 4 0 b の上端部 4 2 b 及びヒー トシールによる加熱領域 5 2 b を

示 した、図 2 C の部分 7 B の拡大図である。図 7 A 及び図 7 B に示す実線で

囲まれた加熱領域 5 2 a , 5 2 b は上端部 4 2 a , 4 2 b を軟質樹脂シ一 ト

2 0 a , 2 0 b にヒ一 トシ一ルにて融着する際の加熱領域である。ヒ一 トシ

—ルは、一般に加熱 した金型を被融着部材に押 し当てることにより行われる

。従って、加熱領域 5 2 a , 5 2 b は、ヒ一 トシ一ルをする際に押 し当てら

れた金型によって形成された金型痕でもある。

[0048] 開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の上端部 4 2 a , 4 2 b は、加熱領域 5 2 a ,

5 2 b との重複領域にて軟質樹脂シー ト2 0 a , 2 0 b に固定される。

[0049] 加熱領域 5 2 a , 5 2 b の外形は、略円弧 5 2 a 1 , 5 2 b 1 と、略円弧

5 2 a 1 , 5 2 b 1 の両端を繋 ぐ線分 5 2 a 2 , 5 2 b 2 とを有する。略円

弧 5 2 a 1 , 5 2 b 1 は、線分 5 2 a 2 , 5 2 b 2 よりも、開閉操作部 4 0

a , 4 0 b の中央部 4 1 a , 4 1 b 側に配置されている。

[0050] 本実施形態では、加熱領域 5 2 a , 5 2 b は、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b

の中央部 4 1 a , 4 1 b とは反対側の終端縁 4 7 a , 4 7 b の全てを含む （

第 1 条件）。また、加熱領域 5 2 a , 5 2 b の外周縁 （本実施形態では略円

弧 5 2 a 1 , 5 2 b ) と開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の幅方向の両側の側端

縁 4 6 a , 4 6 b との交点 P 1 2 a , P 1 2 b において、加熱領域 5 2 a ,

5 2 b の外周縁 （略円弧 5 2 a , 5 2 b ) は開閉操作部 4 0 a , 4 0 b

の長手方向 （本実施形態では中心軸 1 a 方向）に対 して傾斜 している （第 2

条件）。

[0051 ] 図 8 A は正面側の開閉操作部 4 0 a の下端部 4 3 a 及びヒー トシールによ

る加熱領域 5 3 a を示 した、図 2 A の部分 8 A の拡大図、図 8 B は裏面側の



開閉操作部 4 0 b の下端部 4 3 b 及びヒー トシールによる加熱領域 5 3 b を

示した、図 2 C の部分 8 B の拡大図である。図 8 A 及び図 8 B に示す実線で

囲まれた加熱領域 5 3 a , 5 3 b は下端部 4 3 a , 4 3 b を軟質樹脂シ一 ト

2 0 a , 2 0 b にヒ一 トシ一ルにて融着する際の加熱領域であり、ヒ一 トシ

ールをする際に押し当てられた金型によって形成された金型痕でもある。

[0052] 開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の下端部 4 3 a , 4 3 b は、加熱領域 5 2 a ,

5 2 b との重複領域にて軟質樹脂シー ト2 0 a , 2 0 b に固定される。

[0053] 図 7 A 及び図 7 B に示した加熱領域 5 2 a , 5 2 b と同様に、加熱領域 5

3 a , 5 3 b の外形は、略円弧 5 3 a 1 , 5 3 b 1 と、略円弧 5 3 a 1 , 5

3 b の両端を繋ぐ線分 5 3 a 2 , 5 3 b 2 とを有する。略円弧 5 3 a ,

5 3 b 1 は、線分 5 3 a 2 , 5 3 b 2 よりも、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の

中央部 4 a , 4 b 側に配置されている。

[0054] 本実施形態では、加熱領域 5 3 a , 5 3 b は、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b

の中央部 4 1 a , 4 1 b とは反対側の終端縁 4 8 a , 4 8 b の全てを含む （

第 1 条件）。また、加熱領域 5 3 a , 5 3 b の外周縁 （本実施形態では略円

弧 5 3 a 1 , 5 3 b ) と開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の幅方向の両側の側端

縁 4 6 a , 4 6 b との交点 P 1 3 a , P 1 3 b において、加熱領域 5 2 a ,

5 2 b の外周縁 （略円弧 5 2 a , 5 2 b ) は開閉操作部 4 0 a , 4 0 b

の長手方向 （本実施形態では中心軸 1 a 方向）に対して傾斜している （第 2

条件）。

[0055] 開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の上下の端部 4 2 a , 4 2 b , 4 3 a , 4 3 b

力《、上記のような加熱領域 5 2 a , 5 2 b , 5 3 a , 5 3 b によってヒー ト

シールされていることの効果を以下に説明する。

[0056] 比較のために、開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2 a を本発明とは異なる加熱

領域で軟質樹脂シ一 ト2 0 a にヒー トシールにより固定した例を図 9 A 及び

図 9 B に示す。

[0057] 図 9 A に示す加熱領域 1 0 2 a は、開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2 a の終

端縁 4 8 a 及び側端縁 4 6 a , 4 6 b よりも内側に配置された略矩形形状を



有している。従って、この加熱領域 1 0 2 a は、本実施形態の加熱領域と異

なり、開閉操作部 4 0 a の中央部 4 a とは反対側の終端縁 4 8 a を含んで

いない （即ち、第 1 条件を満足しない）。また、加熱領域 1 0 2 a の外周縁

は、開閉操作部 4 0 a の幅方向の両側の側端縁 4 6 a , 4 6 b と交差してい

ない （即ち、第 2 条件を満足しない）。

[0058] —方、図 9 B に示す加熱領域 1 1 2 a は、開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2

a よりはみ出した略矩形形状を有している。従って、この加熱領域 1 1 2 a

は、本実施形態の加熱領域と同様に、開閉操作部 4 0 a の中央部 4 1 a とは

反対側の終端縁 4 8 a を含んでいる （第 1 条件）。しかしながら、本実施形

態の加熱領域と異なり、加熱領域 1 1 2 a の外周縁と開閉操作部 4 0 a の幅

方向の両側の側端縁 4 6 a , 4 6 b との交点 P 1 2 a , P 2 b において、

加熱領域 1 1 2 a の外周縁は開閉操作部 4 0 a の長手方向に対して垂直であ

る （即ち、第 2 条件を満足しない）。

[0059] 図 9 A に示した加熱領域 1 0 2 a のように、加熱領域が開閉操作部 4 0 a

の中央部 4 a とは反対側の終端縁 4 8 a を含んでいないと、開閉操作部 4

0 a の終端縁 4 8 a が軟質樹脂シ一 ト2 0 a に密着せずに、軟質樹脂シ一 ト

2 0 a から浮き上がる。従って、終端縁 4 8 a が作業者の肌に引っ掛かるな

どして医療用軟質容器の手触 り感が低下したり、見映えが悪く安っぽさを感

じさせたりして、品位を低下させるという問題がある。これに対して、本発

明では、図 7 A に示すように、加熱領域 5 2 a は、開閉操作部 4 0 a の中央

部 4 1 a とは反対側の終端縁 4 7 a の全てを含む （第 1 条件）。従って、終

端縁 4 8 a は軟質樹脂シ一 ト2 0 a に密着されるので、上記の問題を解消す

ることができる。

[0060] また、加熱領域 5 2 a が開閉操作部 4 0 a の終端縁 4 7 a の全てを含む （

第 1 条件）ことにより、開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2 a が軟質樹脂シー ト

2 0 a にヒー トシールされる領域である、加熱領域 5 2 a と上端部 4 2 a と

の重複領域が大きくなる。従って、開閉操作部 4 0 a の軟質樹脂シー ト2 0

a に対する必要な取り付け強度を容易に確保することができる。



[0061 ] —方、図 9 B に示 した加熱領域 1 1 2 a のように、交点 P 1 2 a , P 2

b において、加熱領域の外周縁が開閉操作部 4 0 a の長手方向に対 して傾斜

していないと、以下の問題が生 じる。即ち、図 5 及び図 6 に示 したように開

閉操作部 4 0 a の揷入路 4 5 a に指を挿入 して開口部 2 2 を開口させた り、

揷入路 4 5 a に指を挿入 した状態で医療用軟質容器 1 に液状物を注入 した り

すると、開閉操作部 4 0 a の中央部 4 a に、中央部 4 a を軟質樹脂シ一

ト2 0 a から引きはがすような外力が作用する。この外力は、軟質樹脂シ一

ト2 0 a に対 して垂直方向から見たとき、多 くの場合 、開閉操作部 4 0 a の

長手方向に対 して斜め方向に作用する。図 9 B のように、交点 P 1 2 a , P

2 b において加熱領域 1 1 2 a の外周縁が開閉操作部 4 0 a の長手方向に

対 して垂直であると、上記の斜め方向の外力は交点 P 2 a , P 1 2 b に局

所的に作用 し、交点 P 1 2 a , P 2 b に応力が集中し、最悪の場合には交

点 P 1 2 a , P 2 b で軟質樹脂シ一 ト2 0 a が破れて しまうという問題が

生 じる。これに対 して、本発明では、図 7 A に示すように、交点 P 1 2 a ,

P 2 b において加熱領域 5 2 a の外周縁が開閉操作部 4 0 a の長手方向に

対 して傾斜 している （第 2 条件）。従って、上記の斜め方向の外力は、交点

P 2 a , P 2 b を含む加熱領域 5 2 a の外周縁上の領域 A , A 2 に分

散 して作用する。従って、図 9 B のような大きな応力集中が生 じることはな

< 、軟質樹脂シ一 ト2 0 a が破れて しまうという事態を防止することができ

る。

[0062] 上記では、図 7 A に示 した開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2 a に対する加熱

領域 5 2 a の効果を例に説明 したが、他の加熱領域 5 2 b , 5 3 a , 5 3 b

についても同様である。

[0063] 本実施形態では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の上下の端部 4 2 a , 4 2 b

, 4 3 a , 4 3 b の全てが、第 1 条件及び第 2 条件を満足する加熱領域 5 2

a , 5 2 b , 5 3 a , 5 3 b (図 7 A 、図 7 B , 図 8 A , 図 8 B 参照）をと

もなうヒー トシールによって可撓性袋部材 2 0 に固定される。 しか しながら

、本発明はこれに限定されない。即ち、本発明では、ヒー トシールによって



固定される端部 4 2 a , 4 2 b , 4 3 a , 4 3 b のうちの少なくとも一つが

第 1 条件及び第 2 条件を満足する加熱領域をともなうヒー トシールによって

固定されればよい。好ましくは、上端部 4 2 a 及び 又は上端部 4 2 b が第

条件及び第 2 条件を満足する加熱領域をともなうヒー トシールによって固

定される。上端部 4 2 a , 4 2 b は、医療用軟質容器 1 に注入された液状物

の重量が作用しやすく、図 9 B で説明した応力集中が発生しやすいからであ

る。

[0064] 本実施形態において、加熱領域 5 2 a , 5 2 b , 5 3 a , 5 3 b を構成す

る略円弧 5 2 a , 5 2 b , 5 3 a , 5 3 b 1 は、曲率が一定の厳密な

意味での円弧である必要はない。開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の中央部 4 a

, 4 1 b 側に凸である曲線であればよく、その曲率は変化していてもよい。

例えば、楕円の一部等であってもよい。

[0065] また、加熱領域 5 2 a , 5 2 b , 5 3 a , 5 3 b を構成する線分 5 2 a 2

, 5 2 b 2 , 5 3 a 2 , 5 3 b 2 は、厳密な意味での直線である必要はなく

、湾曲又は屈曲等した部分を含んでいてもよい。

[0066] 可撓性袋部材 2 0 を構成する軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b 及び開閉操作

部 4 0 a , 4 0 b の材料は、特に制限はないが、例えば医療用軟質容器に用

いられる、従来より公知の軟質樹脂シー トを使用できる。具体的には、例え

ば、塩化ビニル樹脂、ポリエチレン、エチレン—酢酸ビニル共重合体、ポリ

エステル、ポリブタジエン、ポリプロピレン、ポリアミド、エチレン一メタ

クリレー ト共重合体等からなる単層シー ト、又は上記単層シー 卜が 2 層以上

積層された積層シー 卜が挙げられる。積層シー 卜の具体的層構成としては、

例えば、ナイロン ポリエチレン、ナイロン ポリプロピレン、ポリエチレ

ンテレフタレ一 卜 ポリエチレン、ポリエチレンテレフタレ一 卜 ポリプロ

ピレン、ポリプロピレン ポリエチレン、ナイロン ポリプロピレン ポリ

エチレン等が挙げられる。あるいは、グレー ド （例えば成膜方法、機械的特

性、または組成など）が異なる同種の樹脂を積層した積層シー ト （例えば、

二軸延伸ポリプロピレン （O P P ) 無延伸ポリプロピレン （C P P ) 等）



であってもよい。軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b 及び開閉操作部 4 0 a , 4

O b の材料は、同じであってもよいし、異なっていてもよい。ヒ一 トシ一ル

される側の表面は、易 ヒー トシール性を有する材料 （例えばポ リプロピレン

) で構成されることが好ましい。軟質樹脂シー ト2 0 a , 2 0 b の厚さは、

特に限定はないが、例えば 0 . 1 〜 0 . 6 m m程度である。軟質樹脂シー ト

2 0 a , 2 0 b は透光性 （または半透明性）を有 していると、収容部 2 内

の液状物を外から視認することができるので好ましい。より好ましくは、軟

質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b は透明である。

[0067] 排出ポー ト3 0 の材料は、特に制限はないが、軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2

0 b の材料よりも硬い材料が好ましい。具体的には、例えば、環状ポ リオ レ

フィン、ポ リ力一ポネー ト、ポ リエチレンテレフタレ一 ト、ポ リプロピレン

、ポ リエチレンナフタレー ト等が挙げられる。

[0068] (実施形態 2 )

本実施形態 2 は、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の上下の端部 4 2 a , 4 2 b

, 4 3 a , 4 3 b の加熱領域の形状に関 して、実施形態 1 と異なる。以下、

実施形態 1 と異なる点を中心に本実施形態 2 を説明する。

[0069] 図 1 0 A は本実施形態 2 において正面側の開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2

a 及びヒー トシールによる加熱領域 6 2 a を示 した拡大図、図 1 0 B は本実

施形態 2 において正面側の開閉操作部 4 0 a の下端部 4 3 a 及びヒー トシ一

ルによる加熱領域 6 3 a を示 した拡大図である。開閉操作部 4 0 a の上端部

4 2 a 及び下端部 4 3 a は、加熱領域 6 2 a , 6 3 a との重複領域にて軟質

樹脂シ一 ト2 0 a に固定される。

[0070] 図示を省略するが、裏面側の開閉操作部 4 0 b の上端部 4 2 b 及び下端部

4 3 b に対する加熱領域は、加熱領域 6 2 a , 6 3 a と面対称である。従つ

て、以下の開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2 a 及び下端部 4 3 a に対する加熱

領域 6 2 a , 6 3 a についての説明は、裏面側の開閉操作部 4 0 b の上端部

4 2 b 及び下端部 4 3 b に対する加熱領域にも同様に適用される。

[0071 ] 本実施形態の加熱領域 6 2 a , 6 3 a の外形は、いずれも略台形形状を有



している。略台形形状を構成する略平行な二辺のうち短辺 6 2 a 2 , 6 3 a

2 は、長辺 6 2 a 1 , 6 3 a 1 よりも、開閉操作部 4 0 a の中央部 4 1 a 側

に配置されている。

[0072] 本実施形態では、加熱領域 6 2 a , 6 3 a は、開閉操作部 4 0 a の中央部

4 1 a とは反対側の終端縁 4 7 a , 4 8 a の全てを含む （第 1 条件）。また

、加熱領域 6 2 a , 6 3 a の外周縁 （本実施形態では略台形の斜辺 6 2 a 3

, 6 2 a 4 ；6 3 a 3 , 6 3 a 4 ) と開閉操作部 4 0 a の幅方向の両側の側

端縁 4 6 a , 4 6 b との交点 P 1 2 a , P 2 b ；P 3 a , P 1 3 b にお

いて、加熱領域 6 2 a , 6 3 a の外周縁 （斜辺 6 2 a 3 , 6 2 a 4 ；6 3 a

3 , 6 3 a 4 ) は開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の長手方向 （本実施形態では中

心軸 1 a 方向）に対して傾斜している （第 2 条件）。

[0073] 本実施形態の加熱領域 6 2 a , 6 3 a は、第 1 条件及び第 2 条件を満足す

るので、実施形態 1 の加熱領域 5 2 a , 5 2 b , 5 3 a , 5 3 b と同様の効

果を奏する。

[0074] 即ち、加熱領域 6 2 a , 6 3 a 力、 開閉操作部 4 0 a の中央部 4 1 a とは

反対側の終端縁 4 7 a , 4 8 a の全てを含む （第 1 条件）ので、終端縁 4 7

a , 4 8 a は軟質樹脂シー ト2 0 a に密着される。従って、手触 り感ゃ見映

えが低下することはなく、品位の低下を防止することができる。

[0075] また、加熱領域 6 2 a , 6 3 a が開閉操作部 4 0 a の終端縁 4 7 a , 4 8

a の全てを含む （第 1 条件）ことにより、開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2 a

及び下端部 4 3 a が軟質樹脂シ一 ト2 0 a にヒー トシールされる領域が大き

くなる。従って、開閉操作部 4 0 a の軟質樹脂シー ト2 0 a に対する必要な

取り付け強度を容易に確保することができる。

[0076] また、交点 P 1 2 a , P 1 2 b において加熱領域 6 2 a , 6 3 a の外周縁

(即ち斜辺 6 2 a 3 , 6 2 a 4 ; 6 3 a 3 , 6 3 a 4 ) が開閉操作部 4 0 a

, 4 0 b の長手方向に対して傾斜している （第 2 条件）。従って、開閉操作

部 4 0 a の中央部 4 a に、中央部 4 a を軟質樹脂シー ト2 0 a から引き

はがすような外力が作用しても、大きな応力集中が生じることはなく、軟質



樹脂シー ト2 0 a が破れて しまうという事態を防止することができる。

[0077] 本実施形態 2 は、上記以外は実施形態 1 と同じである。

[0078] (実施形態 3 )

本実施形態 3 は、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の上端部 4 2 a , 4 2 b の軟

質樹脂シー ト2 0 a , 2 0 b に対する取 り付け方法に関 して、実施形態 1 と

異なる。以下、実施形態 1 と異なる点を中心に本実施形態 3 を説明する。

[0079] 図 1 1 は本実施形態 3 に係る医療用軟質容器 3 の斜視図、図 1 2 A はその

正面図、図 1 2 B はその右側面図である。

[0080] 実施形態 1 では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の上端部 4 2 a , 4 2 b の軟

質樹脂シー ト2 0 a , 2 0 b にヒ一 トシ一ルされる面と、開閉操作部 4 0 a

, 4 O b の下端部 4 3 a , 4 3 b の軟質樹脂シー ト2 0 a , 2 O b にヒー ト

シールされる面とは、同じ側の面であった。これに対 して、本実施形態では

、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の上端部 4 2 a , 4 2 b の軟質樹脂シ一 ト2 0

a , 2 0 b にヒ一 トシ一ルされる面は、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の下端部

4 3 a , 4 3 b の軟質樹脂シー ト2 0 a , 2 0 b にヒ一 トシ一ルされる面と

反対側の面である。

[0081 ] 開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の下端部 4 3 a , 4 3 b の軟質樹脂シ一 ト2 0

a , 2 0 b に対するヒ一 トシ一ル方法は実施形態 1 と同じである （図 8 A 、

図 8 B を参照）。

[0082] 図 1 3 は本実施形態 3 において正面側の開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2 a

及びヒー トシールによる加熱領域 5 2 a を示 した拡大図である。

[0083] 図示を省略するが、裏面側の開閉操作部 4 0 b の上端部 4 2 b 及びこれに

対する加熱領域は、正面側の上端部 4 2 a 及び加熱領域 5 2 a と面対称であ

る。従って、以下の開閉操作部 4 0 a の上端部 4 2 a に対する加熱領域 5 2

a についての説明は、裏面側の開閉操作部 4 0 b の上端部 4 2 b に対する加

熱領域にも同様に適用される。

[0084] 加熱領域 5 2 a の外形は、図 7 A と同様に、略円弧 5 2 a 1 と、略円弧 5

2 a の両端を繋 ぐ線分 5 2 a 2 とを有する。略円弧 5 2 a 1 は、線分 5 2



a 2 よりも、開閉操作部 4 0 a の中央部 4 a 側に配置されている。開閉操

作部 4 0 a の上端部 4 2 a は、加熱領域 5 2 a との重複領域にて軟質樹脂シ

ー ト2 0 a に固定される。

[0085] 実施形態 1 と同様に、本実施形態でも、加熱領域 5 2 a は、開閉操作部 4

0 a の中央部 4 1 a とは反対側の終端縁 4 7 a の全てを含む （第 1 条件）。

また、加熱領域 5 2 a の外周縁 （本実施形態では略円弧 5 2 a ) と開閉操

作部 4 0 a の幅方向の両側の側端縁 4 6 a , 4 6 b との交点 P 1 2 a , P

2 b において、加熱領域 5 2 a の外周縁 （略円弧 5 2 a ) は開閉操作部 4

0 a , 4 O b の長手方向 （本実施形態では中心軸 1 a 方向）に対して傾斜し

ている （第 2 条件）。

[0086] 以上のように、本実施形態では、軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b に対して

開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の上端部 4 2 a , 4 2 b が取り付けられる向き、

及び加熱領域 5 2 a , 5 2 b の向きが、実施形態 1 と上下逆転している。本

実施形態においても、上端部 4 2 a , 4 2 b に対する加熱領域は第 1 条件及

び第 2 条件を満足する。従って、本実施形態は、実施形態 1 と同じ効果を奏

する。

[0087] なお、本実施形態において、加熱領域が実施形態 2 で説明した略台形形状

を有していてもよい。

[0088] 本実施形態では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の両面が軟質樹脂シ一 ト2 0

a , 2 0 b にヒ一 トシ一ルされる。従って、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の両

表面は、易ヒー トシール性を有する材料 （例えばポリプロピレン）で構成さ

れることが好ましい。

[0089] 本実施形態 3 は、上記以外は実施形態 1 , 2 と同じである。

[0090] (実施形態 4 )

実施形態 1 〜 3 では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b が軟質樹脂シ一 ト2 0 a

, 2 0 b と別個の部材であった （図 3 参照）のに対して、本実施形態 4 では

、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b が軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b にそれぞれ一

体的に設けられている。以下、実施形態 1 と異なる点を中心に本実施形態 4



を説明する。

[0091 ] 図 1 4 は本実施形態 4 に係る医療用軟質容器 4 の斜視図、図 1 5 A はその

正面図、図 1 5 B はその右側面図である。また、図 1 6 は医療用軟質容器 4

の分解斜視図である。

[0092] 図 1 6 に示されているように、軟質樹脂シー ト2 0 a , 2 0 b の上端に開

閉操作部 4 0 a , 4 0 b がそれぞれ一体的に形成されている。開閉操作部 4

0 a , 4 0 b はそれぞれ下方に湾曲されて、その先端が軟質樹脂シ一 ト2 0

a , 2 0 b の外面にヒー トシールにより固定される。開閉操作部 4 0 a , 4

0 b の軟質樹脂シ一 ト2 0 a , 2 0 b に固定された先端は、下端部 4 3 a ,

4 3 b (図 1 4 、図 1 5 A 、図 1 5 B を参照）となる。下端部 4 3 a , 4 3

b の ヒー トシールによる加熱領域 5 3 a , 5 3 b は実施形態 1 (図 8 A 、図

8 B を参照）と同じである。

[0093] 本実施形態 4 では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の下端部 4 3 a , 4 3 b が

実施形態 1 と同じ加熱領域 5 3 a , 5 3 b によつて軟質樹脂シ一 ト2 0 a ,

2 0 b にヒー トシールにより固定されている。加熱領域 5 3 a , 5 3 b は第

1 条件及び第 2 条件を満足する。従って、本実施形態は、実施形態 1 と同じ

効果を奏する。

[0094] また、本実施形態では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の下端部 4 3 a , 4 3

b とは反対側の端部 （上端部）は軟質樹脂シー ト2 0 a , 2 O b と連続 し一

体化されている。従って、当該端部の軟質樹脂シー ト2 0 a , 2 O b に対す

る接続強度が向上する。また、手触 り感ゃ見映えも良好である。また、医療

用軟質容器 4 を構成する部品点数が少なくな り、低コス ト化が可能である。

[0095] なお、本実施形態において、下端部 4 3 a , 4 3 b の加熱領域が実施形態

2 で説明 した略台形形状を有 していてもよい。

[0096] 本実施形態の医療用軟質容器 4 は、実施形態 1 の医療用軟質容器 1 が有 し

ていた、吊り下げ用穴 2 7 が形成された吊り下げ部 2 6 を有 していない。医

療用軟質容器 4 を吊り下げるための吊り下げ用穴は、軟質樹脂シ一 ト2 0 a

, 2 0 b に直接形成 してもよい。あるいは、吊り下げ用穴が形成された吊り



下げ部を別個の部材として作成し、軟質樹脂シ一 卜にヒー トシール等の方法

で固定してもよい。あるいは、吊り下げ用穴が形成された吊り下げ部を、開

閉操作部 4 0 a , 4 0 b とは別に軟質樹脂シ一 卜に一体的に形成してもよい

[0097] 本実施形態では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の両方が軟質樹脂シ一 ト2 0

a , 2 0 b にそれぞれ一体的に形成されていたが、本発明はこれに限定され

ない。例えば、開閉操作部 4 0 a は本実施形態 4 と同様に軟質樹脂シー ト2

0 a に一体的に形成し、開閉操作部 4 0 b は軟質樹脂シ一 ト2 0 b とは別個

の部材として作成し、その上端部及び下端部を実施形態 1 〜 3 と同様に軟質

樹脂シ一 ト2 0 b にヒ一 トシ一ルにより固定してもよい。

[0098] 上記の実施形態 1 〜 4 は例示に過ぎない。本発明はこれらの実施形態に限

定されず、適宜変更することができる。

[0099] 例えば、上記の実施形態では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の終端縁 4 7 a

, 4 7 b , 4 8 a , 4 8 b は、いずれも開閉操作部の長手方向と垂直方向に

延びる直線であつたが、本発明の終端縁はこれに限定されない。例えば、終

端縁が、湾曲又は屈曲等していてもよい。

[01 00] 上記の実施形態では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の側端縁 4 6 a は中心軸

a に対して傾斜し、側端縁 4 6 b は中心軸 1 a と略平行であつたが、側端

縁 4 6 a , 4 6 b の向きは任意に設定することができる。また、側端縁 4 6

a , 4 6 b は湾曲、屈曲等していてもよい。

[01 0 1] 上記の実施形態では、開閉操作部 4 0 a , 4 0 b は、上端部 4 2 a , 4 2

b が広幅で下端部 4 3 a , 4 3 b が狭幅の略テーパ形状を有していたが、本

発明の開閉操作部 4 0 a , 4 0 b の形状はこれに限定されず、任意の形状を

有していてもよい。

[01 02] 可撓性袋部材 2 0 の形状は、特に制限はなく、長方形、楕円形等の任意の

形状であつてもよい。但し、可撓性袋部材 2 0 内の液状物等が排出ポー ト3

0 から残らず流出するように、収容部 2 1 の下側端が排出ポー ト3 0 に向か

つて緩やかに傾斜していることが好ましい。



[01 03] 上記の実施形態では、小 さな手でも揷入部 4 5 a , 4 5 b に指 を挿入す る

ことができるように、可撓性袋部材 2 0 に切 り欠き 2 0 c を設 けたが、切 り

欠き 2 0 c を省略す ることもできる。あるいは、切 り欠き 2 0 c を可撓性袋

部材 2 0 の左側端ではな く、右側端に形成 してもよい。あるいは、右側端及

び左側端の両方に形成 してもよい。

[01 04] 目盛 り 2 5 は、軟質樹脂 シー ト2 0 a ではな く、軟質樹脂 シー ト2 0 b に

形成 してもよい。あるいは、軟質樹脂 シ一 ト2 0 a 及び軟質樹脂 シ一 ト2 0

b の両方に形成 してもよい。あるいは、 目盛 り 2 5 を省略 してもよい。

[01 05] 上記の実施形態では、 目盛 り 2 5 は中心軸 1 a に沿 って設 けられていたが

、本発明は これ に限定 されない。例 えば、中心軸 1 a と平行な直線に沿 って

可撓性袋部材 2 0 の幅方向の両側の端縁の うちの一方の近傍 に設 けられてい

てもよい。また、 目盛 り 2 5 を軟質樹脂 シー ト2 0 a 及び軟質樹脂 シー ト2

0 b の両方に形成す る場合に、両シー ト2 0 a , 2 O b に形成す る目盛 り 2

5 の位置 は、互 いに対向す る位置であってもよ く、あるいは互 いに対向 しな

い位置であってもよい。

[01 06] 上記の実施形態では、開口部 2 2 を可逆的に開閉可能にす るために、開口

部 2 2 にジップ 2 3 が設 けられていたが、開口部 2 2 を可逆的に開閉可能に

す る、ジップ 2 3 以外の任意の構造 を開口部 2 2 に設 けてもよい。あるいは

、ジップ 2 3 を省略 してもよい。

[01 07] 開口部 2 2 に、開口部 2 2 を一旦開封 した後は、再度閉 じることができな

い不可逆的な構造 を設 けてもよい。

[01 08] 上記の実施形態では、可撓性袋部材 2 0 は 2 枚の軟質樹脂 シ一 ト2 0 a ,

2 0 b で構成 されていたが、 3 枚以上の軟質樹脂 シ一 卜で構成 してもよい。

例 えば、収容部 2 1 の容量 を増大 させ るため、あるいは、開口部 2 2 を大 き

く開口させ るために、軟質樹脂 シー ト2 0 a , 2 0 b の間にマチを構成す る

軟質樹脂 シー トを介在 させてもよい。

[01 09] 排出ポー ト3 0 の形状は、特に限定はない。例 えば、輸液セ ッ 卜の上流側

端に設 けられ るコネクタと適合す る任意の形状 を有 していてもよい。排出ポ



— ト3 0 と当該 コネクタとの接続 を確実にす るために、排出ポー ト3 0 に、

当該 コネクタと係合 し合 う係合構造 を設 けてもよい。

[01 0] 以上に説明 した実施の形態は、いずれ もあ くまでも本発明の技術的内容 を

明 らかにす る意図の ものであって、本発明は このような具体例 にのみ限定 し

て解釈 され るものではな く、その発明の精神 と請求の範囲に記載す る範囲内

でいろいろと変更 して実施す ることができ、本発明を広義に解釈すべ きであ

る。

産業上の利用可能性

[01 11] 本発明の利用分野は、特に制限はな く、液状物 を貯蔵す る医療用の容器 と

して広範囲に利用す ることができる。中でも、経腸栄養療法や静脈栄養療法

に使用 され る容器 と して好ま しく利用す ることができる。

符号の説明

1 3 4 医療用軟質容器

2 0 可撓性袋部材

2 0 a , 2 0 b 軟質樹脂 シ一 ト

2 1 収容部

2 2 開口部

3 0 排出ポー 卜

4 0 a , 4 0 b 開閉操作部

4 1 a , 4 b 開閉操作部の中央部

4 2 a , 4 2 b 開閉操作部の上端部

4 3 a , 4 3 b 開閉操作部の下端部

4 5 a , 4 5 b 揷入路

4 6 a , 4 6 b 開閉操作部の側端縁

4 7 a , 4 7 b , 4 8 a , 4 8 b 開閉操作部の終端縁

5 2 a , 5 2 b , 5 3 a , 5 3 b , 6 2 a , 6 3 a 加熱領域

5 2 a , 5 2 b , 5 3 a , 5 3 b 加熱領域の略円弧

5 2 a 2 , 5 2 b 2 , 5 3 a 2 , 5 3 b 2 加熱領域の線分



a , 6 3 a 略台形形状の加熱領域の長辺

a 2 , 6 3 a 2 略台形形状の加熱領域の短辺

栄養供給 システム

輸液セ ッ ト

2 a , P 2 b , P 3 a , P 3 b 交点



請求の範囲

[請求項 1] 少な くとも 2 枚の軟質樹脂 シ一 卜が貼 り合わ されてな り、上端に開

閉可能な開口部 を備 えた可撓性袋部材 と、

前記可撓性袋部材の下端に設 けられた排出ポー トと、

指 を挿入可能な揷入路が形成 され るように、その中央部 を弛ませて

前記可撓性袋部材 に設 けられた一対の開閉操作部 とを備 えた医療用軟

質容器であって、

前記一対の開閉操作部の少な くとも一方の上側及び下側の少な くと

も一方の端部は、前記可撓性袋部材の外面に ヒー トシールによ り固定

されてお り、

前記少な くとも一方の端部 を ヒー トシールによ り固定す る際の加熱

領域 は、前記少な くとも一方の端部の終端縁の全てを含み、且つ、前

記加熱領域の外周縁 と前記開閉操作部の両側の側端縁 との交点におい

て前記外周縁は前記開閉操作部の長手方向に対 して傾斜 していること

を特徴 とす る医療用軟質容器。

[請求項2] 前記加熱領域 は、略円弧 と前記略円弧の両端 を繋 ぐ線分 とを有 し、

前記略円弧が前記開閉操作部の前記側端縁 と交差す る請求項 1 に記載

の医療用軟質容器。

[請求項3] 前記加熱領域 は略台形形状 を有 し、前記略台形形状の斜辺が前記開

閉操作部の前記側端縁 と交差す る請求項 1 に記載の医療用軟質容器。

[請求項4] 前記一対の開閉操作部は前記可撓性袋部材 を構成す る前記軟質樹脂

シー トと別個の部材 と して作成 され、前記一対の開閉操作部のそれぞ

れの上側の端部及び下側の端部は前記可撓性袋部材の外面に ヒー トシ

—ルによ り固定 されている請求項 1 〜 3 の いずれかに記載の医療用軟

質容器。

[請求項5] 前記一対の開閉操作部のそれぞれの上側の端部が、前記加熱領域で

加熱 された ヒー トシールによって前記可撓性袋部材の外面に固定 され

ている請求項 1 〜 3 の いずれかに記載の医療用軟質容器。



[請求項6] 前記一対の開閉操作部のそれぞれ は前記可撓性袋部材 を構成す る前

記軟質樹脂 シー トと一体的に作成 され、前記一対の開閉操作部のそれ

ぞれの下側の端部は前記可撓性袋部材の外面に ヒー トシールによ り固

定 されている請求項 1 〜 3 の いずれかに記載の医療用軟質容器。

[請求項7] 請求項 1 に記載の医療用軟質容器 を備 えた栄養供給 システム。
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